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１．問題の所在

老人保健施設は，家庭復帰を目的とした通過型施設とされているが，要介護状態である入

所者を家庭復帰させることはそう簡単なことではない。老人保健施設が家庭復帰施設として

機能することが困難なことは石崎らの研究 においても指摘されており，平成9年度の老人保

健施設調査においても病院から入所して家庭へ帰るものは僅か26.5％であった。そこでは病

院から入所した約7割の利用者は病院や施設へ退所している実態がみられ，家庭から入所して

家庭へ退所するという利用者の流れによる通過機能は果たされていない。

原因として えられることは，老人保健施設の利用が利用者自身の問題よりも，その介護

を担う家族状況による影響が強くその結果として入所に至っていることである。論者の先行

研究においても，老人保健施設への入所要因は，寝たきりや痴呆など利用者の心身状況より

も家族など社会的・環境的要因が強く影響していることを指摘してきた 。そこでは利用者の

状態が重度でない虚弱程度の利用者でさえも居宅生活が困難になり，施設入所に至っていた。

また，一方では扶養意識など家族意識の変化が居宅ケアを困難にしていることが えられ

る。さまざまな居宅生活を困難にする要因は，施設利用に関する家族意識に何らかの影響を

与えていると想定される。意識の影響が強ければ，どんなに社会的サービスなど居宅支援を

行っても居宅か施設かということは家族の意識により既に決まってしまう。つまり利用者の

心身状態や家族など社会的・環境的状況に問題がなくても，親などを扶養しようとする意識

が弱ければ居宅ケアは困難となってしまうし，逆に意識が強ければ問題があっても居宅ケア

が可能になる。

そこで本稿では，老人保健施設利用者の家族意識に焦点をあて，それに関連する要因の分

析を行った。家族の意識はどのような状況で変化するのか，そのことを解明することは高齢

社会の社会システムを構築する基礎資料として重要な役割を果たすものと えられる。
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２．分析対象と研究方法

分析データは，論者が平成9年に行った老人保健施設利用者の調査を活用した。平成9年6月

30日現在の千葉県内全老人保健施設40施設（全入所定員3，616名，うち痴呆加算定員842名，

通所定員812名）のうち，調査協力の得られた13施設の利用者487名と，その家族に郵送調査

を行ったものである。対象者は各施設の入所者と通所者（平成9年6月30日現在）で，それぞ

れ利用開始日時順に20名程度等間隔に抽出した 。（20名に満たない場合には全数を対象とし

た。）

調査はまず，利用者の状況に関して，「年齢」「性別」「利用開始日」「日常生活自立度（寝

たきり度・痴呆度）」 「入所先」を各施設の職員に記入してもらい，その利用者の家族（主

な連絡先）に対して，郵送アンケート調査を実施した。

家族意識は， 施設利用理由 希望サービス 家族関係 一般的扶養意識 終末期の意識

入所者の退所後の予定 「巡回型ホームヘルパーの利用意向」であり，それらの意識に影響

を及ぼす可能性のある要因について分析を行った。

３．老人保健施設利用者家族の意識

⑴ 施設利用理由

図1は，施設利用について主な３つの理由を選んでもらったものである。最も割合の多いも

のは，入所･通所群とも リハビリをしてもらいたい で，入所群56.2％，通所群50.7％と何れ

も約5割以上の家族が利用理由としてあげている。その他，入所群では 世話が大変 52.4％，

昼間みる者がいない 40.6％， 仕事 24.8％， 病院の退院 25.9％と社会的・環境的な要因

をあげている者が多くみられた。通所群においても 寝てばかりいる 47.2％， 世話が大変

39.5％， 関係の悪化 24.3％など入所群と同様に社会的・環境的な要因が中心であった。

３つの主な理由のうち一番中心となる理由をみると（表略）， リハビリをしてもらいたい

は入所群17.3％，通所群18.1％と最も割合が多く， 世話が大変 は入所群14.6％，通所群6.9

％， 昼間みる者がいない は入所群13.0％，通所群4.2％であった。

ちなみに３つの理由について，施設サービスを利用することによる効果をみると（表略），

入所・通所群とも改善したと家族が感じたものは 仕事 昼間みる者がいない 世話が大変

関係の悪化 など社会的・環境的な理由が中心であった。
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⑵ 利用者と家族の関係

図2は利用者と家族の関係を明らかにするため，利用者と家族のコミュニケーションがとれ

ているかどうかを確認したものである。

利用者との関係でストレスを感じていた家族は，入所・通所群とも何れも約3割であった。

一方，利用者と家族との会話では，「必要以外会話なし」は入所群30.8％，通所群38.2％，「厳

しい口調になる」は入所群23.8％，通所群32.6％と何れも入所群に比べ通所群に何らかの問

題が生じていることがわかる。また「問題なし」と答えている割合は入所群33.3％，通所群

28.5％と入所群に多くみられた。

図1 家族の施設利用理由（％)

図2 利用者と家族との関係（％)
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⑶ 家族の扶養意識

表１は，家族の一般的な扶養意識を表にしたものである。全体でみると「家族で面倒をみ

るべき」は，入所群7.5％，通所群25.5％と通所群に扶養意識が強いことがわかる。しかし，

通所群においても「施設入所やむを得ない」「社会的に対応すべき」は合計60.6％にも達し，

居宅ケアを行う上で家族は何らかの支援を求めていることがわかる。

寝たきり，痴呆による問題行動有り，住宅地，主介護者仕事有り，主介護者の健康状態悪

いなどについて扶養意識に差があるかどうかをみると，入所群では意識の違いはみられなか

った。一方通所群では，痴呆による問題行動有り，主介護人の仕事有りに差がみられた。痴

呆による問題行動が有る場合は，「社会的に対応すべきだ」37.0％，「施設入所やむを得ない」

40.6％と社会的支援に対し肯定的な意見が多く，「家族で面倒をみるべき」という扶養意識の

強い者は少なかった。また，主介護者に仕事が有る場合では，「施設入所やむを得ない」（45.3

％）と社会的対応を求めている者が多いものの「家族で面倒をみるべき」（26.4％）と扶養意

識の強い者も多く，仕事をしながらも居宅ケアを継続していることからも扶養意識が強い反

面，居宅ケアに負担を感じている面もみられた。

⑷ 終末期ケアの意識

表2は終末期の意識について示したものである。全体にみると，「最後は自宅で」は，入所

群19.6％，通所群39.9％と通所群に終末期を居宅でという意識は強い傾向がみられた。終末

期ケアの場所として入所群は施設か病院かということを えているのに対し，通所群では，

居宅か病院を えていた。特に通所群はこの傾向が強く，寝たきり，痴呆による問題行動有

り，主介護者に仕事有り，主介護者の健康状態が悪いなど何らかの問題がある場合でも，「最

後は居宅で」という意識が強いことがわかる。

表１ 利用者家族の一般的扶養意識（％)

全 体 寝たきり
痴呆による問
題行動有り

住宅地
主介護人仕事
有り

主介護人の健
康状態悪い

(入所群）
社会的に対応すべき 31(17.9) 19(23.5) 13(18.3) 17(23.3) 14(15.4) 14(18.2)
施設入所やむを得ない 120(69.4) 53(65.4) 50(70.4) 49(67.1) 66(72.5) 53(68.8)
家族で面倒をみるべき 13( 7.5) 7( 8.6) 6( 8.5) 4( 5.5) 4( 4.4) 6( 7.8)
なんともいえない 9( 5.2) 2( 2.5) 2( 2.8) 3( 4.1) 7( 7.7) 4( 5.2)

n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.

合 計 173(100.0) 81(100.0) 71(100.0) 73(100.0) 91(100.0) 77(100.0)

(通所群）
社会的に対応すべき 34(24.8) 11(25.0) 17(37.0) 18(28.1) 6(11.3) 12(30.0)
施設入所やむを得ない 49(35.8) 15(34.1) 19(41.3) 26(40.6) 24(45.3) 16(40.0)
家族で面倒をみるべき 35(25.5) 14(31.8) 8(17.4) 12(18.8) 14(26.4) 8(20.0)
なんともいえない 19(13.9) 4( 9.1) 2( 4.3) 8(12.5) 9(17.0) 4(10.0)

n.s. p＜.05 n.s. p＜.01 n.s.

合 計 137(100.0) 44(100.0) 46(100.0) 64(100.0) 53(100.0) 40(100.0)

xの検定は，各群に該当するものとそれ以外（略）のものの分布差である。
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逆に入所群は，居宅生活に障壁となる何らかの要因があるほど扶養意識は低下する傾向が

みられた。また痴呆による問題行動有りの場合には，最後まで現在の施設で えているもの

は約5割にも達する。

⑸ 家庭復帰への意識（入所群）

表3は，入所中の利用者の家族に今後の方針を尋ねたものである。全体では，「自宅へ戻る」

は23.3％にしか過ぎず，家庭復帰施設としての目的が機能していないことが示唆された。さ

らに詳細にみると（表略），「自宅へ戻る」のうち81.0％は６ヶ月以内の利用者であり，６ヶ

月以上の長期利用者の家族は，自宅へ引き取る意思がほとんどみられなかった 。

家族の引き取り意思がないことは，「最後まで現在の施設で」27.2％，「特別養護老人ホー

ムへ」25.8％，「他の老人保健施設へ」7.2％合計60.2％と多くの者が介護施設でのケアを望

んでいることからも明らかである。このように家族意識として今後の方針が居宅でないこと

は，老人保健施設の家庭復帰の目的と利用者のニーズが乖離していることを示している。

ちなみに，居宅生活を困難にすると えられる要因に絞り込み「自宅へ戻る」割合をみれ

ば，寝たきり23.0％，痴呆による問題行動有り13.3％，住宅地17.1％，主介護人の仕事が有

り17.5％，主介護人の健康状態が悪い17.3％となり，自宅への引き取りは減少傾向にあるこ

とがわかる。特に痴呆による問題行動があるかないかでは，家族意識の分布に有意差が示さ

れ，居宅への復帰意向は全体に比べ約1/2であった。

ところで，入所者が家庭に戻った場合の主介護者が決まっているかをみると（図3），決ま

っているは53.5％と約半数は何らかの介護者が決まっているものの，決まっていない22.1％，

自宅には戻らない24.4％と入所群の約5割の家族は家庭復帰した時の介護のことを えていな

表２ 利用者家族の終末期意識（％)

全 体 寝たきり
痴呆による問
題行動有り

住宅地
主介護人仕事
有り

主介護人の健
康状態悪い

(入所群）
えていない 27(14.1) 13(14.6) 6( 8.1) 14(18.4) 16(16.3) 11(13.6)
病院で看取りたい 51(27.7) 24(27.0) 17(23.0) 25(32.9) 29(29.6) 22(27.2)
最後まで現在の施設で 65(35.3) 32(36.0) 36(48.6) 24(31.6) 34(34.7) 29(35.8)
最後は自宅で 36(19.6) 17(19.1) 13(17.6) 9(11.8) 18(18.4) 14(17.3)
その他 5( 2.7) 3( 3.3) 2( 2.7) 4( 5.3) 1( 1.0) 5( 6.1)

n.s p＜.05 p＜.05. n.s. n.s.

合 計 184(100.0) 89(100.0) 74(100.0) 76(100.0) 98(100.0) 81(100.0)

(通所群）
えていない 17(12.3) 7(15.6) 5(10.9) 5( 7.7) 6(11.1) 6(15.0)
病院で看取りたい 48(34.8) 11(24.4) 17(37.0) 28(43.1) 13(24.1) 14(35.0)
最後まで現在の施設で 17(12.3) 6(13.3) 5(10.9) 8(12.3) 11(20.4) 3( 7.5)
最後は自宅で 55(39.9) 21(46.7) 19(41.3) 24(36.9) 24(44.4) 17(42.5)
その他 1( 0.7) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0)

n.s. n.s. n.s. p＜.01 n.s.

合 計 138(100.0) 45(100.0) 46(100.0) 65(100.0) 54(100.0) 40(100.0)

xの検定は，各群に該当するものとそれ以外（略）のものの分布差である。
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いか，または引き取る意思が全くないという実態が明らかであった。

⑹ 他の居宅サービス利用意識

居宅において家族から十分なケアが提供されない場合には，家族ケアに代わる何らかの社

会的支援が必要となる。巡回型ホームヘルプサービスは，その役割を担うものとして期待さ

れているが，サービスが有効に活用されるためには，同居している家族の受け入れ意向を確

認する必要がある。そこで図4に示すように，時間帯別ホームヘルプサービスの受け入れ可能

性について家族に確認した。

全体的にホームヘルプサービスの受け入れについては，入所群46.9％，通所群55.7％が可

能と回答しており，昼間家族が在宅中であれば入所・通所群何れも8割以上の家族が受け入れ

の可能性がある。しかし，それらは家族がホームヘルパーに対応できる時間帯であり，家族

対応が困難な場合，特に家族が出かけている場合や夜間就寝時については利用ニーズが低い

傾向がみられる。例えば昼間家族が不在の時では入所群34.0％，通所群42.1％であり，夜間

表３ 本調査における家族の意識（今後の方針）(％)

全 体 寝たきり
痴呆による問
題行動有り

住宅地
主介護人仕事
有り

主介護人の健
康状態悪い

自宅へ戻る 42(23.3) 20(23.0) 10(13.3) 13(17.1) 17(17.5) 14(17.3)
(又は他の家族)
最後まで現在の施設で 49(27.2) 24(27.6) 29(38.7) 17(22.4) 25(25.8) 21(25.9)
特別養護老人ホームへ 46(25.6) 23(26.4) 20(26.7) 26(34.2) 27(27.8) 25(30.9)
他の老人保健施設へ 13( 7.2) 6( 6.9) 3( 4.0) 7( 9.2) 11(11.3) 6( 7.4)
方針未定 27(15.0) 12(13.8) 12(16.0) 13(16.9) 15(15.5) 14(17.3)
その他 3( 1.7) 2( 2.3) 1( 1.3) 0( 0.0) 2( 2.1) 1( 1.2)

n.s. p＜.05 n.s. n.s. n.s.

合 計 180(100.0) 87(100.0) 75(100.0) 76(100.0) 97(100.0) 81(100.0)

xの検定は，各群に該当するものとそれ以外（略）のものの分布差である。

図3 入所者の家庭復帰した場合の介護者の状況
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家族が寝ている時間帯は入所群10.1％，通所群17.4％であった。介護者が不在中や夜間介護

者が就寝中に社会的な援助が得られるならば，居宅生活の継続や入所者の家庭復帰の可能性

が高まると えられが，これらの結果からは介護ニーズがあってもそのサービスが有効に活

用されるかどうかは疑しい。

４ 老人保健施設利用における家族意識の影響

⑴ 高齢者を取り巻く家族状況

高齢者が要援護状態になれば何らかの形で家族がかかわらなければならない状況になって

しまう。そのため，我が国は家族形態として核家族が増加しているにもかかわらず，依然と

して65歳以上の43.4％の高齢者は子供など家族との同居世帯である。この同居率は高齢者が

要援護状態になると53.9％と増加傾向であった 。このことは要援護状態になるとそれまで高

齢者のみで生活していた者が子供世帯に引き取られるケースが多くなっていることが示され

ている。

『千葉市高齢者移動実態調査報告書』においても居住年数20年以上の60歳以上の者が家族

との同居や近居により移動する割合は27.9％にものぼっていた 。別居している家族にとって

は，親が虚弱になれば，身近な地域を呼び寄せなければ家族の生活上に多くの支障が出てく

るのであろう。山崎も移動高齢者の特徴として，後期高齢層では「施設入居」や「病気」な

図4 巡回型ホームヘルパーの利用意向（％)
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どによる理由が大きくなると述べている 。そのため，たとえ呼び寄せたとしても実質的に共

に生活をする形態である同居に結び付くとは限らず，近隣の施設・病院などへ入所，または

入院させることが多くなる。このことは子供や孫などの家族が要介護者のケアを担わなけれ

ばならないという意識が徐々に弱まっていることも一つの要因である。

淑徳大学社会福祉研究所の共同研究報告書においても，「誰が本人を介護することになるの

か」という質問に対し，「子供の世話にならない」という者は，年齢が若いほど多い傾向がみ

られていた 。さらに毎日新聞の世論調査においても老後体が不自由になった場合に誰に世話

をしてもらいたいかという問いに対し，息子や嫁は僅か10％程度にしかすぎない 。これらは

まだ介護の必要のない若い世代に対して尋ねられたものだが，介護者としての扶養意識を理

解する上で参 になる。このように家族の扶養意識が低下すると施設入所ニーズが高まって

しまうことは必然的なことと えられる。本研究においても，入所群の35.1％，通所群の29.5

％は孫が主に介護することになり，扶養意識の低下は避けられない状況になっていた。

以上の社会的状況の中で要援護高齢者は家族に依存しなければならない状況であると え

られる。例えば病院への入退院や施設への入退所は，家族等の付き添いが要求され，それら

がなく利用者が単独で行うことは容易ではない。そのため施設入所を含め要援護高齢者の生

活は家族の意思に左右されてしまう。今回の研究においても論者が老人保健施設の利用にお

ける家族意識が重要であると えられる理由である。

⑵ 施設利用理由について

施設利用理由については，老人保健施設が家庭復帰を目的としたリハビリ施設ということ

もあり，家族意識としてもリハビリを希望する者が多くみられた。希望するサービス内容に

ついて尋ねてみると（表略），入所群では「歩行の改善」（26.5％）が最も強く，その他にも

リハビリ的な要素の強いレクリエーション，行事，クラブ活動，外出など趣味的活動を望む

者も多く，生活の質を高めるサービスを希望する者が多いことも認められた。

しかし，家族がリハビリを求めていても，その結果としての改善を期待しているかどうか

は疑わしい。論者の経験からも家族からリハビリという言葉はよく聞かれたが，リハビリに

よる改善が容易でないことを家族が分かっていることが多かった。家族にしてみれば，特別

養護老人ホームに入所するより，介護保険前の老人保健施設は，病院に入院するのと同様に

簡便であり世間体も悪くない。利用理由をリハビリという治療的なものを掲げていることは，

施設入所させなければならない家族の精神的な負い目を軽減させる効果が大きいように感じ

られる。

家族がリハビリを本質的には求めていないことについて柴田らは次のように述べている。

「しかも決定的な問題点は入所者のADL改善が直接家庭復帰に結び付かないというである。
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つまり施設側と入所者及び家族の間に大きなニーズのずれが存在するのである。われわれが

一人一人の入所者について家庭復帰の可能性を追求しているのに対し，家族は多少の機能回

復やADL改善よりも施設収容を望んでいるのである。」

ここでは，家族のニーズがADLの改善ではなく，社会的要因であることを指摘している。

本分析においても，寝たきりかどうかで施設利用理由を比較すれば（表略），リハビリを望む

者は寝たきりの者の60.0％，寝たきりでない者の49.5％であり，寝たきり度別による意識に

有意な差はみられず（n.s.），利用者の身体状況とリハビリのニーズには関連性は認められな

かった。家族が希望するリハビリ内容の違いが えられるものの，老人保健施設利用者の心

身状態は維持期であり，家族が大幅な改善を望めないと理解しているようである。

それではどのような家族がリハビリ希望を強く求めているのであろうか。全対象者の利用

理由を利用者年齢の推移でその傾向をみると（表略），入所群では「利用者年齢が若い」，通

所群では「痴呆の問題行動有りに」にリハビリを求めている割合が多く認められた（p＜.05）。

利用者の年齢の影響は，図5でみられるように，利用者の年齢の上昇に伴いリハビリのニーズ

は減少傾向であり，逆に世話が大変だという者は増加傾向であった。特に利用者年齢90歳以

上では，リハビリニーズは少なく，高齢の利用者が無理をして，また苦しい思いをしてまで

リハビリをする必要はないと家族は えたと思われる。また，利用者の年齢の上昇に伴い介

護者の年齢が高くなることも予想され，家族は世話が大変だという割合が増加していると

えられる。逆に年齢の若い利用者の場合には，家族の期待として改善を求めたい気持ちが強

いと えられる。

以上のように，利用者の年齢の高齢化に伴い，長期ケアニーズは増加し居宅ケアニーズは

減少傾向であることが示唆された。

図5 利用者の年齢別と施設利用理由の推移（％)

ｎ＝313(入所者及び通所者)

リハビリ

世話が大変

65.0％

60.0％

55.0％
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40.0％

35.0％

70～75歳未満 75～80歳未満 80～85歳未満 85～90歳未満 90～95歳未満 95～100歳未満
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⑶家族関係と扶養意識

家族関係においては，要介護者と一緒にいることで「ストレスを感じる」は，入所・通所

群ともほぼ同じ割合であったが，「必要以外会話なし」や「厳しい口調になる」という割合は，

入所群より通所群に多い傾向がみられ，居宅でケアする上で主介護者を含め家族がストレス

を感じながら生活を送っていると えられる。居宅におけるケアの負担について岡本も「重

い障害をもった老人を何年も介護している家族は，本心を聞けば意口同音に「愛情だけでは

できません。非常な犠牲心がいります」と漏らす」 と，居宅介護がそう簡単なものではない

と指摘している。

そのような負担を感じながら居宅でのケアを行っている家族の扶養意識は，入所群に比べ

高く，特に寝たきり状態や家族が仕事を持つ場合などは全体に比べてもその傾向は強くみら

れた。通所群で扶養意識が低い傾向であったものは，痴呆による介助を要する場合であり，

家族の精神的身体的負担が過重になるためか，家族で面倒をみるべきであるという割合が低

くなっていた。老人保健施設の入所判定理由においても痴呆老人であることが増加傾向であ

ることから ，痴呆性老人を居宅でケアする家族への支援は重要な課題である。これらのこと

が即入所に直結するとは限らないが，これらの状況を放置しておくと，今後入所に結び付く

ことは当然予想される。

入所群では，ほとんどの者が居宅での家族ケアを当然のことと えていはいない。現在入

図6 主介護者年齢別扶養意識の推移

ｎ＝268（入所者及び通所者)
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所していることもあり，当施設の入所をやむを得ないという者が多かった。老人保健施設が

家庭復帰を目的としているのであれば，家族は，居宅ケアを前提として えているはずであ

るが，このような結果は長期施設を望んでいる実態が示されている。

その他，家族意識は主介護者年齢において変化すると えられた。そのため図6に示すよう

に，主介護者の年齢と扶養意識の関係を明らかにしてみると，年齢の上昇により扶養意識が

強くなる傾向がみられた。しかし，主介護者の年齢が75歳以上になると，施設利用を容認す

る傾向はみられている。「当施設の利用はやむを得ない」は年齢が若い主介護者には多いもの

の，65歳～74歳の者はその割合が少なくなり，75歳以上で上昇している。主介護者の高齢化

による介護能力の低下が影響していると思われる。

⑷ 入所者の家庭復帰の可能性

老人保健施設の入所者を居宅へ復帰させるには，利用者の心身状態や家族など社会的環境

的要因などこれまでも様々な要因が関係していることが述べられてきた。西浦の研究におい

ては家庭復帰の関連要因として，家族の希望退職先が家庭である，家庭から入所した，日常

生活動作の自立度が高い，退所先を老人と相談する，老健施設の費用の支払いが老人の年金

である，定期的な投薬がないなどであった 。希望退所先が家庭である者は，家庭復帰の可能

性が高いことは当然のことであるが，本研究において「自宅へ戻る」という者が約1/4にしか

過ぎず，家庭復帰が著しく困難であることが認められた。

様々な状況別に自宅に戻る割合をみると，住宅地，主介護者に仕事有り，主介護者の健康

状態悪いに自宅へ戻る者の割合が少ない傾向がみられる。さらに，痴呆による問題行動あり

の場合には有意に自宅へ戻る割合は少なくなっており，痴呆要介護者の場合には居宅ケアの

困難性が認められる。痴呆高齢者の家庭復帰が困難なことは河崎ら においても報告されてお

り，近年の老人保健施設における痴呆専門棟の急増は居宅でケアできない高齢者の受け皿と

して機能してきているものと理解できる。

それでは痴呆度と居宅への引き取り意思に関係はあるのだろうか。図7は，入所者の痴呆度

別家族意識の割合（今後の方針）である。痴呆が重度になるに従い居宅への引き取る意思を

示している者は少なくなり，施設や病院などでのケアを えている者の割合は増加している。

これまでの論者の先行研究においては痴呆の影響が弱いと述べてきたが ，ここでは異なる結

果が示されたことになる。ここで えられることは痴呆症状の要介護者の場合には居宅での

ケアは難しい面もあるものの，寝たきりの者に比べて送迎が容易であり通所群にも痴呆の者が

多くみられる為に入所・通所群において影響が少なく出現したと えられる。そのため入所

群だけでみた場合には痴呆のケアが家庭復帰を困難にする重要な要因の一つとして えられ

るといえる。
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⑸ 他のサービスの利用意向について

老人保健施設利用者においては居宅サービスが十分に活用されていない現状がみられた 。

このことは介護保険制度前の調査でもあり居宅サービスが十分に整備されていないというこ

とが えられ，今後の介護保険制度下における居宅サービスの充実が望まれるところである。

しかし一方では，家族意識において社会的サービス利用に対する抵抗感があることも事実

である。毎日新聞社の世論調査においても，居宅での介護を望む者のうち家族だけの介護を

望む者は約3割近くに達する 。さらの千葉県の高齢者ニーズ調査においても，介護が必要な

状態になった場合，どのような介護を受けたいかについては「自宅で家族などの介護」を望

む割合は45.8％に達し，年齢の上昇と共に増加傾向にある。一方，「自宅で公的サービス」を

というものは20.1％であり，これは年齢と共に減少傾向であった 。

このように潜在的に利用ニーズがあるのにもかかわらず，それがサービスの利用につなが

らないということはよく聞かれることである。居宅サービスの中でもホームヘルパーの利用

は，利用者が住み慣れた居宅で長く生活するため，また老人保健施設の入所者を家庭へ復帰

させるために重要である。24時間巡回型のホームヘルパーが，十分に活用されれば夜間や早

朝の家族介護負担を軽減されるものと えられる。平成8年の千葉県における痴呆性老人を対

象とした調査においては，夜間介護の必要性は51.8％であるとされ，それらの介護者は睡眠

を中断することが「よくある」32.4％「時々ある」41.5％と多くの介護者が睡眠を妨げられ

ているとしている 。

図７ 入所者の痴呆度別家族意識の割合（今後の方針)
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今回のホームヘルパーの利用意向からも利用ニーズは，家族が不在時や就寝時は利用ニー

ズが少ないことが認められた。このことは，ホームヘルパーが巡回した時に家族がその対応

のために新たな負担が発生していると えられ，ホームヘルプサービスの利用を抑制してい

る原因になっていると思われる。特に，夜間就寝時の巡回訪問については介護者への負担が

増加する可能性が高い。実際の利用しているサービスについてみても，訪問系のサービスの

利用は少なく，通所及びショートステイなどの非訪問系のサービスに利用が集中していた 。

このように家族が外部サービスの利用に不安や気兼ねがある状況では，家族負担は軽減す

るどころか逆に精神的負担が増加する可能性が えられる。要介護者が居宅生活を継続する

ためには同居している家族の生活を尊重することも重要である。特に息子夫婦などと同居し

ている家族の多い場合には，居宅サービスは世帯全体の問題として えて行かなければなら

ない。つまり介護者負担を軽減するサービスでなければ利用には結び付かないことになる。

５．おわりに

家族の意識はおそらく様々な状況により影響を受け変化するものと えられる。そのため

今回の分析でも，一概に家族意識だけで要援護者が施設入所に至るということではない。単

に年齢が高齢であるからという理由だけで扶養意識が高いということでもなかった。

しかし，老人保健施設利用者意識を明きあらかにする中で，今後の老人保健施設を含め介

護施設体系の再構築の必要性が感じられた。高齢者支援サービスが有効に活用されるために

も，介護者の意識の変化を十分に勘案した介護施設体系や居宅サービス体系の構築が望まれ

るところである。
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AStudyofFamiliesUsingGeriatric HealthFacilities

TatsuyaFUJINO

Geriatrichealthservicesfacilitieswereestablishedinl987fortheelderlywhodidnot

requireintensivemedicalcarebutwhoneededrehabilitationandnursingcareto

preparethemtoreturnhome.However,asIalreadydescribedinmyearlierthesis,the

facilitywasnotverysuccessfulinreturningpatientstotheirhomesforcare.Todiscover

why,Ifocusedonthefacilityusers’familiesandinvestigatedthefactorofthefamilies’

senseofconscientiousness.

Thedataofthesurveyanalysedwasgatheredinl997from residentsanddaycare

clientsatl3facilitiesinChibaPrefecture,usingamailquestionnairesurvey,which 392

outof487sentwerereturned(responserateof67.6percent).WiththisdataIanalysed

astwodifferentgroupsthefacilityresidentsandthedaycareclientsandwhatfactor

familialsenseofconscientiousnessplayedconcerningfacilityuse.

Conscientiousnessasareasonforfacilityuse,thecareofthepatients,terminalcare

place,anddischargeplacewereusedasdependentvariables.Theclients’disabilities,

dementia,primarycaregivers’livingplace,work,andhealthwereusedasindependent

variables.

Resultsofthesurveyareasfollows:

１．Themainreasonforfacilityusewasrehabilitation,buttheneedsdecreaseasthe

users’agesincrease.Inaddition,rehabilitationneedsoftenhavelittlerealrelevanceto

thedegreeofusers’mobilityordementia.Afterall,theusersoftenhavelow improve-

mentexpectationsoftherehabilitationexperience,whichisperceivedas simplya

waitingperiodpriortoreturningtohomecare.

２．Dementiacanbecometheimportantfactorwhichmakeshomecaredifficult.As

dementiabecomesmoreserious,familywillingnesstoprovidehomecaredeclines.

３．Facilityuseislimitedbyfeelingsofstigmabytheusers’families.Tosolvethis

problem,theuseoftheeducationalapproachtowipeouttheresistanceofusers’
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familiesandtogaintheirtrustisimportant.
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